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国
際
会
計

概
念
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
の
公
開
草

案
、公
表
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

（図表）　公開草案の概要
項　目 提案内容

一般目的財務報告の
目的

・現行フレームワークを一部変更し、受託責任および慎重性
の概念を組み入れる。

有用な財務情報の質
的特性

・現行フレームワークを一部変更し、測定上の不確実性およ
び実質の形式への優先についての記述を組み入れる。

財務諸表と報告企業・報告企業に関する概念を新設し、あわせて継続企業につ
いての記述を追加する。

財務諸表の要素 ・経済的資源の流出入の可能性として理解され得る用語を
排除すべく資産・負債の定義を改訂し、負債の定義の中
核概念である現在の義務が示す内容を規定する。
・現行フレームワークと同様に収益・費用を資産・負債の
変動に関連づけて定義するが、収益・費用の情報に資産・
負債の情報と同等の重要性を付与する。
・持分の定義は維持し、DPで示された持分と負債の区分
や持分請求権の測定に関する記述は含めない。
・会計単位についての記述を新設する。

認識と認識の中止 ・認識の規準を、有用な財務情報の基本的質的特性（目的
適合性および忠実な表現）およびコスト便益対比に関連づ
けて規定するよう改訂し、規準が充足されない場合を示す。
・認識の中止の規準についての記述を新設する。

測定 ・測定基礎を歴史的原価と現在価値（公正価値、使用価値、
履行価値）に分類し、有用な財務情報の質的特性およびコ
スト便益対比に基づく測定基礎の選択上考慮すべき要素
を新設する。
・資産・負債と収益・費用で異なる測定基礎を用いる場合、
純損益に加えてその他の包括利益（OCI）を用いる。

表示と開示 ・財務諸表の目的・範囲およびコミュニケーション手段とし
ての表示・開示（分類、集約、目的と原則）に関する記述を
新設する。
・損益計算書に含まれる収益・費用を財務業績に関する主
要な情報源とし、収益・費用を純損益に含める反証可能
な前提を設け、前提が反証されOCIとされ得る場合を規定
する。
・OCIに含まれた収益・費用を純損益にリサイクルする反証
可能な前提を設け、反証され得る例を示す。

資本と資本維持概念・現行フレームワークの規定を維持する。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
２
０
１
５
年
５

月
28
日
に
公
開
草
案「
財
務
報
告

に
関
す
る
概
念
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
」

（E
D

/2015/3, C
onceptual 

F
ram

ew
ork for F

inancial 
R

eporting

）を
公
表
し
た
。
こ
の
公

開
草
案
は
、
２
０
１
３
年
７
月
に
公

表
さ
れ
た
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョン・ペ
ー
パ
ー

（
以
下
、「
Ｄ
Ｐ
」と
い
う
）へ
の
意
見

募
集
を
経
て
作
成
さ
れ
、
図
表
の
事

項
な
ど
を
提
案
し
て
い
る
。

同
時
に
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
公
開
草
案

「
概
念
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
へ
の
参
照
の

更
新
―
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
２
号
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
３

号
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
４
号
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
６
号
、

Ｉ
Ａ
Ｓ
１
号
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
８
号
、
Ｉ
Ａ
Ｓ

34
号
、
Ｓ
Ｉ
Ｃ
27
号
お
よ
び
Ｓ
Ｉ
Ｃ

32
号
の
修
正
の
提
案
」（ED

/2015/4, 
U

pdating R
eferences to the 

C
onceptual F

ram
ew

ork – 

P
roposed am

endm
ents to 

IFR
S 2, IFR

S 3, IFR
S 4, IFR

S 
6, IA

S 1, IA
S 8, IA

S 34, SIC-27 
and SIC-32

）を
公
表
し
、
現
行
フ

レ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
参
照
し
て
い
る
基
準

書
等
の
参
照
先
を
新
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク

へ
更
新
す
る
こ
と
を
提
案
し
て
い
る
。

新
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
の
完
成
時
期

は
２
０
１
６
年
が
目
標
と
さ
れ
、
完

成
後
の
基
準
設
定
に
は
即
時
適
用
さ

れ
る
一
方
、
企
業
は
適
用
ま
で
に
約

18
カ
月
の
猶
予
が
与
え
ら
れ
る
。
両

公
開
草
案
へ
の
コ
メ
ン
ト
期
限
は

２
０
１
５
年
10
月
26
日
で
あ
る
。

前年同期比増加率の推移（金融業、保険業を除く） （単位：％、億円）◆売上高（金融業、保険業を除く）　製造業では減収、非製造業では増収
売上高は、343兆5,978億円で、前年同期（345兆3,293億円）を1兆7,315億円下回り、対前年同

期増加率（以下「増加率」という）は△0.5％（前期2.4％）となりました。
業種別にみると、製造業では、輸送用機械、電気機械、情報通信機械などで増収となったものの、

食料品、石油・石炭、生産用機械などで減収となったことから、製造業全体では△3.9％（同0.1％）と
なりました。一方、非製造業では、卸売業、小売業などで減収となったものの、運輸業、郵便業、情報
通信業、建設業などで増収となったことから、非製造業全体では0.9％（同3.4％）となりました。
資本金階層別の増加率をみると、10億円以上の階層は△2.5％（同0.1％）、1億円～ 10億円の階

層は5.1％（同8.8％）、1,000万円～1億円の階層は△0.9％（同2.0％）となりました。
◆経常利益（金融業、保険業を除く）　製造業では減益、非製造業では増益　
経常利益は、17兆5,321億円で、前年同期（17兆4,552億円）を769億円上回り、増加率は0.4％

（前期11.6％）となりました。
業種別にみると、製造業では、電気機械、業務用機械、情報通信機械などで増益となったものの、

金属製品、化学、石油・石炭などで減益となったことから、製造業全体では△1.3％（同16.4％）となり
ました。一方、非製造業では、卸売業、小売業、サービス業などで減益となったものの、運輸業、郵便
業、電気業、建設業などで増益となったことから、非製造業全体では1.2％（同8.3％）となりました。
資本金階層別の増加率をみると、10億円以上の階層は2.1％（同9.4％）、1億円～ 10億円の階層

は7.6％（同6.3％）、1,000万円～1億円の階層は△4.4％（同19.0％）となりました。
◆設備投資（金融業、保険業を除く）　製造業、非製造業ともに増加　
設備投資額は、13兆1,294億円で、増加率は7.3％（前期2.8％）となりました。業種別にみると、

製造業では、食料品、化学、業務用機械などで減少したものの、輸送用機械、電気機械、情報通信
機械などで増加したことから、製造業全体では6.4％（同8.0％）となりました。一方、非製造業では、
建設業、運輸業、郵便業などで減少したものの、卸売業、小売業、サービス業、電気業などで増加し
たことから、非製造業全体では7.8％（同0.3％）となりました。
資本金階層別の増加率をみると、10億円以上の階層は4.5％（同3.0％）、1億円～ 10億円の階層

は11.1％（同15.3％）、1,000万円～1億円の階層は12.2％（同△4.4％）となりました。
なお、ソフトウェア投資額は1兆1,393億円で、増加率は0.2％（同△7.5％)となり、ソフトウェア

投資額を除いた設備投資額は11兆9,901億円で、増加率は8.1％（同3.9％）となりました。

ーー平成27年1～3月期調査

回答法人数 22,437社 （18,955社）
回 答 率 72.9%      （72.6%）
（　）書きは金融業、保険業を除いた数値です。

財務省法人企業統計調査 この調査は、統計法に基づく基幹統計として資本金1千万円以上の営利法人等を対象に、企業活動
の短期的動向を把握することを目的として、四半期ごとの仮決算計数を調査しているものです。なお、
平成20年度調査より、金融業、保険業を含めた調査を実施しています。
以下は平成27年6月1日に発表した平成27年1～3月期の調査結果の概要です。

財務省では、「法人企業統計調査」の公表の早期化を進めています。
そのためには、調査票の早期回収が不可欠ですので、調査の対象となった法人は、必
ず提出期限までに財務省（財務局・財務事務所）への提出をお願いします。
なお、次回平成27年4～6月期の調査票の提出期限は平成27年8月10日、結果
の公表は平成27年9月1日の予定です。

売上高
　全産業
　　製造業
　　非製造業

経常利益
　全産業
　　製造業
　　非製造業

設備投資
　全産業

　　製造業

　　非製造業

区　分 26.1-3 4-6 7-9 10-12 27.1-3

（注）　設備投資の（　）書きは、ソフトウェア投資額を除いたベース。

（実　額）
3,435,978
993,723
2,442,256

（実　額）
175,321
53,212
122,108

（実　額）
131,294 
(119,901)
43,756 
(40,126)
87,538 
(79,775)

△ 0.5 
△ 3.9 
0.9 

0.4 
△ 1.3 
1.2 

7.3 
(8.1)
6.4 
(6.8)
7.8 
(8.7)

2.4 
0.1 
3.4 

11.6 
16.4 
8.3 

2.8 
(3.9)
8.0 

(10.5)
0.3 
(0.8)

2.9 
0.9 
3.8 

7.6 
19.2 
1.4 

5.5 
(5.6)
10.8 
(11.4)
2.7 
(2.5)

1.1 
0.2 
1.5 

4.5 
△ 7.6 
12.1 

3.0 
(1.9)
△ 0.8 
(△1.5)
5.0 
(3.6)

5.6 
5.8 
5.6 

20.2 
5.4 
28.2 

7.4 
(8.3)
6.8 
(7.8)
7.7 
(8.6)
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フラッシュ

グローバル会計
の視点

グローバル会計
の視点

日米の株主総会日米の株主総会

き
な
い
。一
方
、米
国
で
は
、年
次
報
告
書

（
様
式
10
─
Ｋ
）は
決
算
日
か
ら
60
日

以
内
に（
米
国
）証
券
取
引
委
員
会
に

提
出
さ
れ
、株
主
は
株
主
総
会
前
に
年

次
報
告
書
を
み
る
時
間
的
余
裕
が
あ

る
。

・
招
集
通
知
の
発
送

日
本
で
は
株
主
総
会
開
催
日
の
２

週
間
前
ま
で
に
、米
国
で
は
開
催
前
10

日
以
上
60
日
以
内
に
発
送
さ
れ
る
。

日
本
で
は
株
主
総
会
を
開
催
し
な

い
と
配
当
額
を
決
定
で
き
な
い
と
い

う
状
況
が
あ
る
が
、
米
国
で
は
株
主

総
会
前
に
決
定
済
み
で
あ
り
、
米
国

の
株
主
の
関
心
ご
と
は
配
当
で
は
な

い
。
そ
の
た
め
、
そ
も
そ
も
株
主
総

会
は
ど
の
よ
う
な
場
で
あ
る
べ
き
か
を

考
え
さ
せ
ら
れ
る
。
ま
た
、
日
本
だ

け
で
は
な
い
が
、
基
準
日
か
ら
株
主

総
会
ま
で
の
期
間
が
長
い
と
、
そ
の
期

間
に
株
式
を
売
却
し
株
主
総
会
開
催

日
に
は
株
主
で
な
い
者
が
株
主
総
会

に
出
席
・
議
決
に
参
加
で
き
る
と
い

う
問
題
点
が
浮
か
び
上
が
る
。
さ
ら

に
、
日
本
で
は
、
多
く
の
場
合
に
株

主
は
有
価
証
券
報
告
書
の
有
用
な
情

報
を
株
主
総
会
開
催
前
に
み
る
こ
と

が
で
き
ず
、
み
る
こ
と
が
で
き
た
と
し

て
も
時
間
的
な
制
約
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
そ
れ
も
問
題
点
と
な
る
。
一度
、

経
済
産
業
省
の
公
表
し
た
前
記
報
告

書
を
み
て
考
え
て
い
た
だ
き
た
い
。

長
谷
川　

茂
男（
中
央
大
学
専
門
職

大
学
院
特
任
教
授
）

完
了
し
て
い
る
。

・
基
準
日

基
準
日
と
は
株
主
の
権
利（「
株
主

総
会
へ
の
出
席
・
議
決
へ
の
参
加
」と

「
配
当
の
受
領
」）を
確
定
さ
せ
る
日

で
あ
り
、
日
本
で
は
実
務
上
、
決
算
日

で
あ
る
。一
方
、米
国
で
は
議
決
権
行
使

に
係
る
基
準
日
は
決
算
日
で
は
な
く
、

株
主
総
会
開
催
日
前
10
日
以
上
60
日

以
内
の
日
、
配
当
の
受
領
に
つ
い
て
の

基
準
日
は
配
当
支
払
日
か
ら
60
日
以

内
で
企
業
が
設
定
し
た
日
で
あ
る
。

・
株
主
総
会
の
開
催
日

日
本
で
は
、確
定
さ
せ
た
株
主
の
権

利
が
有
効
な
の
は
基
準
日
か
ら
３
カ
月

で
あ
る
た
め
、
決
算
日
か
ら
３
カ
月
以

内
に
株
主
総
会
が
開
催
さ
れ
る
。一
方
、

米
国
で
は
、
決
算
日
か
ら
４
カ
月
後
の

近
辺
に
開
催
す
る
会
社
が
多
い
。

・
年
次
報
告
書
の
提
出
期
限

日
本
で
は
、
有
価
証
券
報
告
書
は

決
算
日
か
ら
３
カ
月
以
内
に
金
融
庁

に
提
出
す
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
、
多
く

の
場
合
、
株
主
総
会
後
に
金
融
庁
に

提
出
さ
れ
、株
主
は
株
主
総
会
前
に
は

有
価
証
券
報
告
書
を
み
る
こ
と
が
で

大
塚
家
具
の
一
件
で
は
、
委
任
状

争
奪
戦（
プ
ロ
キ
シ
ー･

フ
ァ
イ
ト
）

が
繰
り
広
げ
ら
れ
、
株
主
総
会
が
非

常
に
注
目
を
浴
び
た
。
た
だ
し
、
一

般
的
な
関
心
は
日
本
の
株
主
総
会
の

あ
り
方
そ
の
も
の
で
は
な
か
っ
た
。

経
済
産
業
省
は
、
２
０
１
４
年
９

月
に「
持
続
的
成
長
に
向
け
た
企
業

と
投
資
家
の
対
話
促
進
研
究
会
」と

関
連
す
る
２
つ
の
分
科
会
を
立
ち
上

げ
、
２
０
１
５
年
４
月
に
報
告
書
を

公
表
し
た
。
報
告
書
で
は
、
日
本
と

海
外
の
い
く
つ
か
の
国
の
株
主
総
会
に

関
連
す
る
情
報
を
基
礎
に
問
題
が
提

起
さ
れ
て
い
る
。
日
本
で
は
、
近
年

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス･

コ
ー
ド
や

ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
・
コ
ー
ド
が
公

表
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
報
告
書
も
そ

の
方
向
性
と
一
致
す
る
も
の
で
あ
る
。

こ
こ
で
は
、
報
告
書
の
基
礎
資
料
編

か
ら
、
株
主
総
会
に
関
す
る
日
本
と

米
国
の
状
況
に
触
れ
て
み
る
。
日
本

の
常
識
が
他
の
国（
こ
こ
で
は
米
国
の

み
）の
常
識
と
か
な
り
違
う
こ
と
が
理

解
で
き
よ
う
。

・
配
当
額
の
決
定

日
本
で
は
、配
当
額
は
株
主
総
会
の

決
議
事
項（
会
社
法
で
は
条
件
を
満
た

せ
ば
、
取
締
役
会
で
決
定
可
能
で
あ
る

が
、
そ
の
場
合
で
も
多
く
の
会
社
が
株

主
総
会
の
決
議
事
項
と
し
て
い
る
）で

あ
る
。一
方
、米
国
で
は
取
締
役
会
が
配

当
額
を
決
定
し
、
多
く
の
会
社
は
株
主

総
会
開
催
日
ま
で
に
配
当
の
支
払
を

国
際
会
計

ワ
ー
ク
プ
ラ
ン
の
更
新
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
改
訂

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
す
る
ワ
ー
ク
プ

ラ
ン
を
５
月
27
日
付
け
で
更
新
し

た
。
前
回
の
ワ
ー
ク
プ
ラ
ン（
５
月

５
日
付
け
）か
ら
の
主
な
変
更
点
等

は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

主
要
基
準

・「
開
示
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
―
会
計
方

針
お
よ
び
見
積
り
の
変
更
」の
公
開

草
案
の
公
表
目
標
：
２
０
１
５
年

第
４
四
半
期

・「
開
示
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
―
重
要
性

に
関
す
る
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
・
ス
テ
ー

ト
メ
ン
ト
」の
公
開
草
案
の
公
表
目

標
：
２
０
１
５
年
第
３
四
半
期

部
分
的
な
範
囲
に
お
け
る
改
訂

・「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号『
顧
客
と
の
契
約
か

ら
生
じ
る
収
益
』の
明
確
化
」の
公

開
草
案
の
公
表
目
標
：
２
０
１
５

年
第
２
四
半
期
か
ら
２
０
１
５
年

第
３
四
半
期
に
変
更

開
示
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

⑴　
重
要
な
会
計
方
針
の
変
更
と
会

計
上
の
見
積
り
の
変
更
の
区
別

５
月
の
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
会
議
で
は
、
イ

タ
リ
ア
の
会
計
基
準
設
定
主
体
が
作

成
し
た
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
８
号「
会
計
方
針
、

会
計
上
の
見
積
り
の
変
更
及
び
誤

謬
」の
改
訂
提
案
に
関
す
る
文
書
に

つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ
た
。
当
該
文

書
は
、「
会
計
方
針
の
変
更
」と「
会
計

上
の
見
積
り
の
変
更
」の
区
別
を
明

確
に
す
る
た
め
に
、
現
行
基
準
に
お

け
る「
会
計
方
針
の
変
更
」と「
会
計

上
の
見
積
り
の
変
更
」の
定
義
の
改

訂
を
提
案
し
て
い
る
。

今
回
の
審
議
で
は
決
定
事
項
は
な

く
、
提
案
文
書
の
さ
ら
な
る
開
発
を

行
う
よ
う
に
ス
タ
ッ
フ
に
要
請
し
て

お
り
、
改
訂
案
の
開
発
が
完
了
し
た

際
に
は
、
公
開
草
案
と
し
て
公
表
す

べ
き
こ
と
に
合
意
し
て
い
る
。

⑵　
重
要
な
会
計
方
針
の
開
示

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
５
月
の
会
議
で
、

一
般
的
な
開
示
の
基
準（
Ｉ
Ａ
Ｓ
１

号「
財
務
諸
表
の
表
示
」ま
た
は
同
等

の
基
準
）に
お
い
て
、
ど
の
よ
う
な

場
合
に
会
計
方
針
を
開
示
す
べ
き
か

に
関
す
る
追
加
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
設

け
る
こ
と
を
暫
定
決
定
し
た
。ま
た
、

一
般
的
な
開
示
の
基
準
ま
た
は
教
育

マ
テ
リ
ア
ル
に
関
し
て
、
次
の
事
項

を
暫
定
決
定
し
て
い
る
。

・
重
要
で
な
い
会
計
方
針
に
関
し
て
、

企
業
の
財
務
諸
表
か
ら
財
務
諸
表

外
へ
の
ク
ロ
ス
・
リ
フ
ァ
レ
ン
ス

を
認
め
る
。

・
企
業
の
判
断
、
仮
定
お
よ
び
会
計
上

の
見
積
り
は
、
関
連
す
る
会
計
方
針

と
あ
わ
せ
て
開
示
す
る
こ
と
を
求

め
る
。た
だ
し
、
他
の
箇
所
で
開
示
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金
　
　
融

基
礎
的
財
政
収
支
の
改
善
へ
残

さ
れ
た
道

す
る
こ
と
が
よ
り
適
切
と
な
る
場

合
に
は
、
当
該
箇
所
で
の
開
示
を
認

め
る
。

・
選
択
の
余
地
の
あ
る
会
計
方
針
、
期

中
に
お
い
て
変
更
さ
れ
た
会
計
方

針
、
企
業
の
判
断
や
仮
定
が
求
め
ら

れ
る
会
計
方
針
お
よ
び
会
計
上
の

見
積
り
に
関
し
て
、
財
務
諸
表
に
お

い
て
明
確
に
す
る
こ
と
を
求
め
る
。

去
る
５
月
28
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
３
１
２
回
企
業
会
計
基

準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

今
回
は
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
お
よ
び
Ｆ
Ａ

Ｓ
Ｂ（
両
審
議
会
）に
お
け
る
収
益
認

識
基
準
に
関
す
る
審
議
の
状
況
を
確

認
し
た
う
え
で
、
適
用
日
延
期
に
関

す
る
公
開
草
案
へ
の
コ
メ
ン
ト
対
応

に
つ
い
て
、
審
議
が
行
わ
れ
た
。

両
審
議
会
の
審
議
状
況

両
審
議
会
は
、
次
の
①
～
③
に
関

し
て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
と
ト
ピ
ッ
ク

606
を
改
訂
す
る
公
開
草
案（
Ｅ
Ｄ
）を

公
表
ま
た
は
公
表
す
る
こ
と
を
暫
定

決
定
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
②
・
③

に
関
し
て
は
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の
ほ
う
が

よ
り
多
く
の
項
目
に
つ
い
て
詳
細
な

改
訂
を
提
案
す
る
予
定
。

①　
適
用
日
の
延
期

②　
知
的
財
産
ラ
イ
セ
ン
ス
お
よ
び

履
行
義
務
の
識
別

③　
移
行
時
の
実
務
上
の
便
法
、売
上

税
の
表
示
、
現
金
以
外
の
対
価
、
回

収
可
能
性
の
検
討

ま
た
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
５
月
の
会
議

で
、「
本
人
ま
た
は
代
理
人
の
検
討
」

に
つ
い
て
の
改
訂
も
暫
定
決
定
し

て
い
る（
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
も
リ
サ
ー
チ
を

行
っ
て
お
り
、
６
月
の
共
同
会
議
で

審
議
を
行
う
予
定
）。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
①
の
Ｅ
Ｄ
を
５
月

19
日
に
公
表
し
て
い
る
。
ま
た
、
６

月
の
会
議
で
、
②
、
③
、
そ
の
他
必

要
な
項
目
に
つ
い
て
の
Ｅ
Ｄ
の
公
表

を
承
認
す
る
予
定
で
あ
り
、
７
月
中

の
公
表
が
見
込
ま
れ
る
。

Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
①
の
Ｅ
Ｄ
を
４
月

29
日
に
、
②
の
Ｅ
Ｄ
を
５
月
12
日
に

公
表
し
て
お
り
、
③
に
つ
い
て
も
単

独
の
Ｅ
Ｄ
と
し
て
公
表
す
る
こ
と
を

暫
定
決
定
し
て
い
る
。

Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の
Ｅ
Ｄ
へ
の
コ
メ
ン
ト

Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の
Ｅ
Ｄ「
適
用
日
の
延

期
―
顧
客
と
の
契
約
か
ら
生
じ
る
収

益（
ト
ピ
ッ
ク
606
）」に
対
す
る
コ
メ

ン
ト
・
レ
タ
ー
に
つ
い
て
、
事
務
局

か
ら
文
案
が
提
示
さ
れ
、
審
議
が
行

わ
れ
た
。

コ
メ
ン
ト
案
で
は
、「
ト
ピ
ッ
ク
606

と
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
が
同
一
の
適
用
日

を
維
持
す
る
こ
と
が
強
く
望
ま
れ

る
」な
ど
の
理
由
か
ら
、
適
用
日
を

１
年
延
期
す
る
提
案
に
賛
成
す
る
と

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
日
本
基
準
の

一
環
と
し
て
収
益
認
識
基
準
の
開
発

に
着
手
し
た
取
組
み
に
も
言
及
し
た

う
え
で
、「
ト
ピ
ッ
ク
606
お
よ
び
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
15
号
の
適
用
日
に
あ
わ
せ
た
開

発
を
望
む
声
も
あ
る
」こ
と
に
触
れ
、

適
用
日
の
延
期
を
歓
迎
す
る
旨
も
述

べ
ら
れ
て
い
る
。

委
員
か
ら
は
特
段
の
反
対
意
見
も

な
く
承
認
さ
れ
、
５
月
29
日
に
提
出

さ
れ
た
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の
Ｅ
Ｄ
へ
の
コ
メ
ン
ト

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の
Ｅ
Ｄ「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15

号
の
適
用
日（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
の
改

安
倍
首
相
は
６
月
１
日
に
開
催

さ
れ
た
経
済
財
政
諮
問
会
議
で
、

２
０
２
０
年
度
ま
で
に
基
礎
的
財
政

収
支
を
黒
字
化
す
る
財
政
健
全
化
目

標
の
堅
持
と
、
赤
字
幅
を
２
０
１
５

年
度
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
３
・
３
％
か
ら

２
０
１
８
年
度
に
１
％
ま
で
に
縮
小

す
る
中
間
目
標
を
指
示
し
た
。
こ
れ

を
受
け
て
同
会
議
で
の
議
論
は
、
意

見
が
分
か
れ
た
。

麻
生
財
務
相
は
、
２
０
１
７
年
４

月
の
消
費
税
率
引
上
げ
と
歳
出
削
減

を
合
わ
せ
て
国
民
の
理
解
を
得
た
い

考
え
だ
。
今
後
の
金
利
上
昇
局
面
も

経理用語の豆知識
無対価組織再編

組織再編のうち、無対価組織再編として組成が可能
なのは吸収合併、吸収分割、株式交換に限られている。
新設合併、新設分割、株式移転は新株の発行がなけれ
ば組織再編そのものが成り立たないことによる。

会社法における無対価組織再編の規定を受け、法人
税法では、グループ法人税制創設にあわせて税制適格と
なる無対価組織再編の要件等を明確にした。法人税法
上は、対価が実際に交付された場合と比べて当事者間
の資本関係・株主構成に変化が生じない場合に限られる
こととされている。また、企業グループ内の法人間の組
織再編か、グループ外かによって異なる税制適格要件（金
銭等不交付の対価要件、事業関連性要件、規模要件他）
が設けられているが、いずれの場合にも株式等対価以外
の資産の交付がないことが税制適格の要件とされている。
100％グループ内の法人間であっても、無対価組織再編
が非適格となる場合もあることに留意する必要がある。

訂
案
）」に
対
す
る
コ
メ
ン
ト
・
レ

タ
ー
の
方
向
性
に
つ
い
て
、
審
議
が

行
わ
れ
た
。
基
本
的
に
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
へ

の
コ
メ
ン
ト
と
整
合
す
る
内
容
と
す

る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。

見
据
え
て
、「
経
済
が
好
調
な
と
き
に

こ
そ
歳
出
改
革
を
加
速
す
べ
き
」と

し
、
過
去
３
年
間
を
上
回
ら
な
い
よ

う
に
歳
出
抑
制
を
主
張
し
て
い
る
。

一
方
で
民
間
議
員
は
、
一
律
的
歳

出
削
減
で
は
な
く
、
歳
出
の
分
野
ご

と
の
効
率
化
を
踏
ま
え
た
組
換
え
を

す
べ
き
と
の
考
え
だ
。
こ
れ
だ
け
み

る
と
、ま
ず
経
済
成
長
を
達
成
し
て
、

結
果
的
に
財
政
収
支
が
改
善
す
る
順

序
に
理
が
あ
り
、
民
間
議
員
の
案
に

分
が
あ
り
そ
う
だ
が
、
実
は
そ
う
と

も
い
い
切
れ
な
い
状
況
が
あ
る
。

日
銀
の
金
融
政
策
で
、
長
期
国
債

の
年
間
保
有
残
高
を
80
兆
円
増
加
さ

せ
る
資
産
買
入
れ
策
が
あ
る
が
、
こ

れ
は
物
価
目
標
２
％
の
達
成
の
た
め

と
い
う
よ
り
、
長
期
ゾ
ー
ン
を
含
め

会
　
　
計

収
益
認
識
基
準
の
適
用
延
期
に

関
す
る
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ・
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
へ

の
コ
メ
ン
ト
、検
討
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
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フラッシュ

証
　
　
券

最
近
の
円
安・
株
高
を
喜
ぶ
べ
き

か
？

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2015年
5月26日

企業会計基準適用指針公開草案第54号
「繰延税金資産の回収可能性に関する適
用指針（案）」

ASBJ

JICPAの税効果会計に関する実務指針等について、ASBJ
に移管すべく審議を行い、必要な見直しを行うもの。コメン
ト期限は、2015年7月27日まで。
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/exposure_
draft/zeikouka2015/index.shtml

―

2015年
5月26日

消費税法基本通達等の一部改正（法令解
釈通達） 国税庁

消費税関係法令の一部改正に伴い、所要の整備を図るもの。
http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/
tsutatsu/kihon/shohi/kaisei/150508/index.htm

―

2015年
5月28日「税効果会計に関するＱ＆Ａ」の改正 JICPA

平成27年度税制改正（外国子会社配当益金不算入制度の
見直し）等に対応したもの。http://www.hp.jicpa.or.jp/
specialized_field/main/post_1808.html

―

2015年
5月29日

監査基準委員会報告書260「監査役等と
のコミュニケーション」の改正並びに当
該改正に関連する品質管理基準委員会
報告書及び監査基準委員会報告書の一
部改正等

JICPA

改正会社法や改正された独立性に関する指針への対応等の
検討を行ったもの。適用期日は、2015年4月1日以後開始
事業年度に係る監査等から。あわせて、監基研1号「監査ツー
ル」が公表されている。
http://www.hp.jicpa.or.jp/specialized_field/main/260_2.
html

―

2015年
6月3日

国境を越えた役務の提供に係る消費税
の課税の見直し等に関するQ＆A 国税庁

国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税について、内
外判定、納税義務の判定、特定課税仕入れに係る申告、課税
売上割合の計算方法等の取扱いをまとめたもの。
http://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/pdf/
cross-QA.pdf

―

総
じ
て
金
利
上
昇
を
抑
制
し
た
い
と

い
う
政
府
、
特
に
財
務
省
の
意
向
に

沿
っ
た
形
に
な
っ
て
い
る
。
金
利
上

昇
に
対
す
る
懸
念
は
、
同
会
議
で
の

麻
生
財
務
相
の
資
料
に
明
示
さ
れ
て

い
る
と
お
り
だ
。
単
純
に
国
債
の
需

給
を
考
え
る
と
、
財
政
支
出
の
増
加

に
合
わ
せ
て
国
債
発
行
量
が
増
加
し

て
も
、
日
銀
の
買
入
れ
が
増
加
し
て

い
く
な
か
で
吸
収
で
き
そ
う
に
思
え

る
。し

か
し
、
今
の
国
債
相
場
は
市
場

で
の
需
給
で
は
な
く
、
一
種
の
官
製

相
場
に
な
っ
て
い
る
。
日
銀
に
よ
る

実
質
的
な
財
政
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
を
市

場
が
強
く
意
識
す
る
よ
う
に
な
り
、

金
利
上
昇
に
つ
な
が
り
や
す
い
。
そ

の
う
え
に
、
単
に
国
債
費
増
加
の
財

政
負
担
の
み
な
ら
ず
、
バ
ー
ゼ
ル
規

制
見
直
し
の
思
惑
も
加
わ
り
、
政
府

の
金
利
上
昇
に
対
す
る
警
戒
感
は
強

い
。ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
第
二
の
矢「
機
動

的
な
財
政
政
策
」は
す
で
に
過
去
の

も
の
で
、
歳
出
拡
大
の
道
は
選
び
に

く
い
。基
礎
的
財
政
収
支
の
改
善
は
、

歳
出
削
減
と
経
済
成
長
を
両
立
さ
せ

る
麻
生
財
務
相
の
案
が
有
力
に
な
る

と
考
え
ら
れ
る
。

株
価
は
５
月
後
半
、
日
経
平
均
で

27
年
振
り
に
12
日
間
連
騰
だ
っ
た
。

こ
の
株
高
は
、
円
相
場
の
さ
ら
な
る

円
安
方
向
へ
の
離
脱
、
１
ド
ル
＝

１
２
５
円
へ
の
シ
フ
ト
と
符
合
し
て

い
る
。

企
業
収
益
が
２
０
１
４
年
度
決
算

実
績
、
15
年
度
決
算
予
想
と
も
に
好

調
で
あ
る
こ
と
を
受
け
、
株
価
は
順

調
に
推
移
し
て
き
た
が
、
５
月
中
旬

に
は
上
昇
疲
れ
で
一
服
か
と
思
わ
れ

る
兆
候
も
あ
っ
た
。
し
か
し
、
円
安

進
行
を
株
式
市
場
は
大
歓
迎
し
た
。

企
業
収
益
に
プ
ラ
ス
が
大
き
い
と
判

断
し
た
の
だ
ろ
う
。
機
械
産
業
を
中

心
に
製
造
業
大
手
に
と
っ
て
は
そ
の

と
お
り
だ
ろ
う
が
、内
需
型
産
業
は
、

円
安
や
物
価
高
で
コ
ス
ト
ア
ッ
プ
や

需
要
停
滞
な
ど
の
懸
念
が
あ
り
、
決

し
て
喜
ん
で
い
ら
れ
な
い
は
ず
だ
。

円
相
場
の
景
気
へ
の
影
響
は
、
１

ド
ル
＝
１
２
０
円
に
近
づ
い
た
昨
秋

ご
ろ
か
ら
、
マ
イ
ナ
ス
だ
と
い
う
声

が
強
ま
っ
て
き
た
。
す
る
と
、
円
安

の
勢
い
が
止
ま
り
、
長
期
間
の
安
定

を
も
た
ら
し
た
。

こ
の
間
、
為
替
相
場
の
変
動
要
因

と
し
て
注
目
を
集
め
た
の
は
、
昨
年

末
に
予
告
さ
れ
、
実
施
時
期
が
焦
点

だ
っ
た
米
金
利
の
引
上
げ
だ
。
利
上

げ
と
な
れ
ば
、
金
利
差
の
実
現
に

よ
っ
て
為
替
相
場
は
米
ド
ル
高
、
円

安
へ
動
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

米
金
利
の
引
上
げ
は
Ｆ
Ｒ
Ｂ（
米

連
邦
準
備
制
度
理
事
会
）の
権
限
で

あ
り
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
米
経
済
の
実
勢
を

判
断
し
な
が
ら
決
断
す
る
。
か
ね
て

か
ら
強
い
と
評
価
さ
れ
て
き
た
米
経

済
は
、
冬
の
寒
波
の
影
響
な
ど
も
あ

り
、
方
向
感
が
は
っ
き
り
せ
ず
に
推

移
し
て
き
た
。
結
果
、
利
上
げ
は
実

施
さ
れ
て
お
ら
ず
、
い
つ
に
な
る

か
、
侃
々
諤
々
の
議
論
が
続
い
て
い

る
。そ
れ
が
５
月
後
半
か
ら
ド
ル
高
、

他
通
貨
安
が
顕
著
に
進
ん
だ
の
で
あ

る
。た

だ
、
結
果
的
に
株
高
と
な
っ
た

の
は
日
本
市
場
だ
け
と
い
っ
て
も
よ

い
。
も
っ
と
も
、
中
国
株
価
は
自
国

の
連
続
利
下
げ
、
金
融
緩
和
を
背
景

に
昨
秋
以
降
、ほ
ぼ
一
貫
し
て
回
復
、

上
昇
を
持
続
し
て
い
る
。
欧
州
株
価

は
、
３
月
の
Ｅ
Ｃ
Ｂ（
欧
州
中
央
銀

行
）の
異
次
元
金
融
緩
和
に
よ
り
大

き
く
上
昇
し
た
が
、
１
カ
月
後
あ
た

り
を
ピ
ー
ク
に
調
整
気
味
で
、
直
近

の
ド
ル
高
、
ユ
ー
ロ
安
に
も
反
応
は

乏
し
か
っ
た
。
本
家
の
ア
メ
リ
カ
株

価
は
高
値
圏
で
一
進
一
退
が
続
い
て

い
る
。

現
在
、
日
本
市
場
は
突
出
し
て
株

高
ム
ー
ド
が
強
ま
っ
て
い
る
。
こ
れ

以
上
の
円
安
が
進
ま
な
い
こ
と
を
願

い
、
株
価
の
推
移
を
見
守
り
た
い
。


